
©Transmission & Distribution Grid Council 

2024年3月25日

送配電網協議会

一般送配電事業者における

自然災害への対応について



©Transmission & Distribution Grid Council 

はじめに

⚫ 本日は、一般送配電事業者が実施している自然災害への対応について、以下のとおり、説
明させて頂く。

1

設備対策

1. 電力系統の多重化

2. 電力設備の自然災害への備え

3. 無電柱化の推進

復旧対応

4. 災害時連携計画に基づく事業者間の応援

5. 復旧方法の統一

6. 被害状況等の現場情報集約のシステム化

7. 電源車等の燃料確保方針

8. 関係機関との連携事例

9. 共同訓練
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2１．電力系統の多重化

⚫ 電力系統は多重化を図り、系統事故発生した場合においても、供給支障を防止する設備
構成を構築している。

⚫ 具体的には、送電線は１ルート２回線の構成、変電所は機器の複数配置を行い、さらに、
末端の配電用変電所に至るまで複数系統からの供給が可能なネットワークを構築してい
る。

第３回大規模水害対策に関する専門調査会（内閣府）
資料７ 一部抜粋（東京電力提供資料）
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3２．自然災害（地震）への備え（変電設備の例）

⚫ 1995年の阪神淡路大震災、2011年の東日本大震災等、過去発生した大規模地震の

知見を取り入れ、架台補強等の設備対策を実施。

第15回自然災害対策WG
（2022.4.22）資料抜粋

筋交いの挿入による架台補強（東北電力NW）

154kV断路器

 各電気設備の耐震性区分と確保すべき耐震性

耐震性区分Ⅰ 
対象設備：一旦機能喪失した場合に人命に重大な影響
を与える可能性のある設備
（ダム、LNGタンク（地上式、地下式）、油タンク）

確保すべき耐震性：
○一般的な地震動に際し重大な支障が生じないこと
○高レベルの地震動にも人命に重大な影響を与えないこと

耐震性区分Ⅱ 
対象設備：耐震性区分Ⅰ以外の電気設備
（水タンク、発電所建屋・煙突、変電設備、架空・地中送
電設備、架空・地中配電設備、給電所など）

確保すべき耐震性：
○一般的な地震動に際し重大な支障が生じないこと
○高レベルの地震動に際しても著しい（長期的かつ広域
的）供給支障が生じないよう、 代替性の確保、多重化
等により総合的にシステムの機能が確保されること

※ 一般的な地震動：供用期間中に1～2度程度発生する一般的な地震動 （震度5程度）
※ 高レベルの地震動：発生確率は低いが直下型地震などの高レベルの地震動 （震度6強以上）

第15回自然災害対策WG（2022.4.22）資料抜粋
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4２．自然災害（大雨・洪水）への備え（変電設備の例）

変圧器制御機器の嵩上げ（中国電力）

制御機器嵩上げ

2018年7月西日本豪雨における浸水被害を踏まえ、

制御機器を嵩上げ

⚫ 自治体作成のハザードマップを参考に、建物水密化や嵩上げ等の浸水対策を実施。

⚫ 本復旧までに時間を要する場合等、必要により、移動用設備による仮復旧を実施。

移動用変圧器による復旧（中部電力）

第21回電力安全小委員会（2019.12.5） 資料抜粋
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技術基準変更① 地域風速の適用

技術基準変更② 特殊地形の考慮

5【参考】自然災害（強風）への備え（送電設備の例）

⚫ 2019年の台風15号による鉄塔倒壊の原因調査を受け、耐風設計に係る技術基準が変

更。

■ 特殊地形による
増風速を設計に反映

（従来より民間規格にて
規程されていた３類型
（山岳部、海岸周辺、
岬・島しょ部）に加え、
令和元年度台風15号
の鉄塔倒壊箇所の類型
を追加）

■ 地域の実情を踏まえた基本風速
を導入し、現行基準（40m/s）と
比較し大きい方の荷重を用い設計

（送電用鉄塔設計標準（JEC-5101-
2022））

第1回令和年度台風15号における鉄塔及び電柱の
倒壊事故調査検討ＷＧ（2019.11.5）資料抜粋
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⚫ 無電柱化推進計画の目的（「防災」 「安全・円滑な交通の確保」 「景観形成・観光振
興」）に則り、一般送配電事業者は道路管理者等と連携しながら無電柱化を推進。

⚫ 従来の電線共同溝方式による無電柱化に加え、新たに電力レジリエンスに資する単独地
中化による無電柱化を進めている。

6３．無電柱化の推進

令和5年度無電柱化のあり方
検討委員会（2024.2.28）

資料1

重要施設

倒木による電柱倒壊等により
長時間の停電リスク有

 単独地中化のイメージ
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４．災害時連携計画に基づく事業者間の応援

⚫ 電気事業法において、一般送配電事業者に対し、災害時連携計画の作成と経産大臣へ
の届出が決められている（2019年台風15号等の災害対応を踏まえて制定）

⚫ 災害時連携計画には、非常災害時における一般送配電事業者間の応援（各社の事業エ
リアを跨いだ応援）に関する応援実施手続きおよび役割分担を記載。

⚫ 能登半島地震においても、災害時連携計画に基づき、円滑な応援派遣を実施。

応援元 応援要員
高圧

発電機車
サポート

カー
高所作業

車
建柱車

工事車両・
業務車両等

東
地
域

北海道電力グループ 69名 － － 8台 4台 14台

東北電力グループ 994名 5台※ 14台 112台 38台 310台

東京電力グループ 685名 6台 － 86台 40台 100台

中
地
域

中部電力グループ 2,044名 10台 16台 15台 － 139台

関西電力グループ 727名 10台 5台 27台 7台 64台

西
地
域

中国電力グループ 67名 － 1台 4台 2台 14台

四国電力グループ 126名 － － 5台 2台 16台

九州電力グループ 42名 － 8台 4台 2台 ４台

合計※2 4,754名 31台 44台 261台 95台 661台

上記、応援要員および各車両数は入替含む延べ数。
※：同時稼働の台数は4台。

 能登半島地震における応援派遣状況

7

➢ 応援事業者は，1/3に被災地に入り
1/4より稼働

➢ １日当たり最大1,400名規模の体制
で復旧対応を実施

第20回電気設備自然災害等対策WG
（2024.3.21）資料1-2
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５．復旧方法の統一

⚫ 各現場での復旧作業指示の混乱・輻輳を避け、応急送電の迅速化を図るため、非常災害
時の応援事業者による復旧は「仮復旧」とし、具体的な仮復旧工法を災害時連携計画で
整理している。

⚫ 能登半島地震においても、整理した仮復旧工法を活用。
• 全国の電線径に対応した「マルチホットハグラー（ダイスを変更し電線に適合させる）」で電線被覆剥取実施
• 高圧電線断線に対しては、電線工具等を用いた仮復旧を実施

設備 実施結果

電柱 マニュアル作成
補強材（副木、腕金等）を用いて電
柱補強により仮復旧

高低圧
電線

接続
作業

マニュアル
作成

断線箇所に同種電線を添え線し、締
付型コネクタで接続

被覆
剥取

共通工具
導入

間接活線用電線被覆剥取工具の購
入仕様書を制定

引込線 マニュアル作成
断線箇所に同種電線を添え線し、締
付型コネクタで接続

開閉器
仮復旧方針

を統一
故障した開閉器を撤去し、電線相互
を直接接続することにより仮復旧

変圧器
仮復旧方針

を統一
周辺の変圧器から低圧電線を延線す
ることにより仮復旧

電源車
仮復旧方針

を統一
ケーブルは電力側設備（引込線等）
に接続する

 仮復旧工法の統一事項

8

第20回電気設備自然災害等対策WG
（2024.3.21）資料1-2
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６．被害状況等の現場情報収集のシステム化

⚫ 迅速な被害情報収集を図るため、現地でモバイル端末を用いてシステム入力することによ
り、現場の情報を逐次反映するシステムを開発し、復旧進捗等の現場情報の迅速な情報
確認・共有を図っている。

⚫ 能登半島地震においても，設備被害情報を共有するシステムや電柱GPS情報を用いたナ
ビゲーションツールが活用されている。

 被害状況・復旧進捗等の現場情報収集のシステム化（能登地震での取組み状況）

9

第20回電気設備自然災害等対策WG
（2024.3.21）資料1-2
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７．電源車等の燃料確保方針

⚫ 非常災害時の電源車等の全国応援融通を想定し、燃料・資機材（ドラム缶・ローリー車）
の必要量を確保

⚫ また、燃料調達のため、石油製品販売事業者等と非常災害時において優先的に燃料供給
を受けられる協定を締結。

⚫ 能登半島地震においても24時間体制で電源車の燃料供給を実施。

非常災害時の全国応援融通
に必要となる燃料・資機材を
設定（全国計）

• 燃料（軽油） ： 100kL

• ドラム缶(容量200L)： 500本

• 燃料輸送車両 ： 20台

10

第20回電気設備自然災害等対策WG
（2024.3.21）資料1-2 燃料確保方針

 燃料調達に係る協定等の締結

協定締結箇所数：約500件
（給油所数4千箇所以上）
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８．関係機関との連携

⚫ 関係機関(地方自治体、自衛隊、通信事業者、復旧工事に係る施工者等)との連携につ
いては、連携事例を整理し一般送配電事業者間の好事例の水平展開を図っている（現在、

連携事例集に59事例が整理）。

 能登半島地震での連携事例

11

第20回電気設備自然災害等対策WG
（2024.3.21）資料1-2 一部抜粋
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９．共同訓練

⚫ 連携計画の実効性の確認や仮復旧工法等の練度向上を目的として、一般送配電事業者
が共同で連携訓練を毎年実施している。

12

⚫ 訓練実施日

受入訓練：2023年11月8日(水)

復旧訓練：2023年11月9日(木)

⚫ 訓練場所

東北電力ネットワーク総合研修センター

 2023年度 共同訓練の概要

応援事業者の受入訓練 発電機車による応急送電訓練

 2023年度 共同訓練状況

参
加
者

• 北海道電力ネットワーク
• 東北電力ネットワーク
• 東京電力パワーグリッド

見
学
者

• 経済産業省 産業保安グループ 電力安全課
• 関東東北産業保安監督部東北支部
• 防災科学技術研究所
• 電力広域的運営推進機関
• 一般送配電事業者
• 送配電網協議会

⚫ 訓練参加および見学者（120名程度）
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13

以 上


